
転換契約に関するアンケート調査（2026年度・公開版）
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JUSTICE OA推進作業部会

２０２6年8月31日

※一部調査結果を抜粋し公開、全体は会員館限定共有

いずれの集計結果もJUSTICEが会員館に対し行った本調査回答機関のみによる数値となる

対 象：全会員館 560館（２０２6年4月30日現在）

回答期間：２０２6年5月11日～6月30日（7月22日までの回答にて集計）

目 的：JUSTICE会員館における転換契約の状況を調査し、会員館の契約や運用に資す

るとともに、日本における転換契約に関する評価を行うため

本調査では、「転換契約」は、学術論文のOA出版の拡大を目的とする、購読権とOA出版枠を包括した契約を指し、APC割引の契約は含めないこととして実施

回答数：428館

回答率：76.4％
回答数

国立大学 88

公立大学 63

私立大学 277

合計 428

* 「国立大学」には、総合研究大学院大学の基盤機
関（大学共同利用機関法人）、放送大学も含む

* 省庁大学校は、国公私別集計においては、
JUSTICE契約状況調査に倣い「私立大学」に含
めて集計



回答数 %

a:既に転換契約を締結している 128 29.9%

b:2027年からの契約締結に向けて具体的に検討している 1 0.2%

c:転換契約の締結を検討しているが、いつから開始するか未定である 14 3.3%

d:転換契約の検討を行ったが、見送りとなった 21 4.9%

e:転換契約は検討していない 264 61.7%

転換契約の締結状況
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全回答館（n=428）への設問

• 転換契約を締結中・検討中 143機関（33.4%）

• 転換契約の検討を行ったが、見送りとなった・検討していない 285機関（66.6%）

※JUSTICE提案外含む



回答数 %

a:契約金額の増額分の予算確保 11 73.3%

b:著者の費用負担制度の検討 5 33.3%

c:機関内の検討および意思決定の体制 6 40.0％

d:執行部への説明 5 33.3%

e:転換契約による業務量の増加 4 26.7%

f:その他 1 6.7%

g:検討において特に課題となっていることはない（a～ｆは選択不可） 1 13.3%
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契約の検討において、課題となっている（いた）こと（複数回答可）

「その他」の内容

・複数年に渡る契約期間（投稿枠の実質的な増加が見込めない、予算確保）

転換契約を検討中と回答した機関（n=15）への設問



回答数 %

a:契約金額の増額分の予算がないため 112 39.3%

b:購読タイトルが少ないから 74 26.0％

c:機関の所属者が著者となっている論文が少ないから 89 31.2％

d:機関の所属者が著者となっている論文数やAPC支払実績額を把握
していないため

96 33.7%

e:研究者から要望がないため 153 53.7%

f:図書館だけで行うのは難しいが、他部署との連携も難しいから 52 18.2%

g:図書館職員の数が少なく、他の業務を優先するため 96 33.7％

h:転換契約を行うメリットがないため 86 30.2％

i:その他 16 5.6%
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転換契約の検討を行ったが、見送りとなった・検討していない機関（n=285）への設問

検討を行ったが見送りとなった理由、転換契約を検討していない理由（複数回答可）



転換契約を締結中と回答した機関（n=128）への設問

回答数 % 回答数 %

ACS 14 10.9% Portland Press 2 1.6%

AIP 1 0.8%
Rockefeller University 
Press

10 7.8%

ASME 3 2.3% RSC 25 19.5%

CUP 18 14.1% SPIE 2 1.6%

Elsevier 70 54.7% Springer Nature 65 50.8%

IEEE 3 2.3% Taylor & Francis 23 18.0%

IOP Press 0 0.0%
The Company of 
Biologists

31 24.2%

Karger 5 3.9% Wiley 84 65.6％

Microbiology Society 5 3.9％ Wolters Kluwer（Ovid） 5 3.9％

OUP 25 19.5％
その他（ACM, Bioscientifica, 

Canadian Science Publishing, Cold 
Spring Harbor, IWA Publishing,  John 
Benjamins）

25 19.5％
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現在、転換契約締結中の出版社（複数回答可）

※JUSTICE提案外含む



機関内の周知
①転換契約を行った後、機関内の研究者への周知（複数回答可）

回答数 %

a:図書館のWebサイトへの掲載 90 70.3%

b:図書館以外の機関内のWebサイトへの掲載 63 49.2%

c:SNSでの広報（X（旧Twitter）、Facebook、Instagram等） 8 6.3%

d:メーリングリスト 62 48.4%

e:学内コミュニケーションツール（Slack、Teams等） 17 13.3%

f:機関内説明会の開催 28 21.9%

g:教授会・部局FD等の部局の会議での説明 49 38.3%

h:部局長会議等での周知 39 30.5%

i:部局への通知文書での周知 28 21.9%

j:ポスター掲示・デジタルサイネージ 18 14.1%

k:その他 11 8.6%
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転換契約を締結中と回答した機関（n=128）への設問



②周知において工夫している点（複数回答可）

回答数 %

a:図やフローを使った簡潔な説明資料を作成した 50 39.1%

b:手順等を示した動画を学内限定で公開した 15 11.7%

c:年度内で定期的に周知を行った 48 37.5%

d:研究推進部署等の図書館以外から周知を行った 23 18.0%

e:新任教員向けの研修で説明した 14 10.9%

f:科研費等の外部資金獲得説明会で説明した 11 8.6%

g:転換契約のOA出版枠を利用せずに購読論文を選択した著者へ案内を送付した 44 34.4%

h:その他 11 8.6%

i:特に工夫している点はない（a～hは選択しないでください） 27 21.1%
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転換契約を締結中と回答した機関（n=128）への設問



③出版社に提供してほしい広報資料・サポート（複数回答可）

回答数 %

a:図解・フロー付きの 1ページで理解できるチラシ 86 67.2%

b:研究者向けの「投稿から公開までの流れ」説明資料 100 78.1%

c:転換契約のメリットをわかりやすく整理した資料 58 45.3%

d:1～2分程度のショート動画（仕組み紹介・手続き方法など） 44 34.4%

e:投稿・出版システムの使い方動画 49 38.3%

f:転換契約を利用した研究者インタビュー動画やインタビュー記事 16 12.5%

g:研究者向けウェビナーの定期開催 34 26.6%

h:図書館からの問い合わせに対する専用窓口 41 32.0%

i:著者から直接出版社へ問い合わせができる専用窓口 51 39.8%

j:図書館・研究者向けの「よくある質問（FAQ）」 82 64.1%

k:その他 6 4.7%
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転換契約を締結中と回答した機関（n=128）への設問



回答数 %

a:出版社の承認管理システムの操作性 38 29.7%

b:出版社ごとに異なる申請フローへの対応 56 43.8%

c:OA出版枠の管理（上限管理・機関独自の運用ルール範囲内かの確認等） 57 44.5%

d:契約条件（適用基準等）の年度ごとの変更対応 30 23.4%

e:次年度以降の継続検討・予算調整 84 65.6%

f:著者からの問い合わせ対応 75 58.6%

g:著者負担金*の予算確認・会計処理 36 28.1%

h:学内周知・広報の負担 57 44.5%

i:部局との調整業務（特定部局のみでの契約や独自のAPC支援制度がある場合） 10 7.8%

j:新任教員・研究者に対する制度説明 16 12.5%

k:独自のExcelやフォームで管理せざるを得ない 46 35.9%

l:報告に必要なデータ整備や報告書の作成 36 28.1%

m:その他 5 3.9%

n:特に負担や問題は生じていない（a～mは選択しないでください） 14 10.9%
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転換契約の課題・問題点
①業務上の負担となっている点や問題点（複数回答可）

転換契約を締結中と回答した機関（n=128）への設問

※一部の機関では、転換契約のOA出版枠を利用する際、著者に費用の一部負担を求めている
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転換契約を締結中と回答した機関（n=128）への設問

回答数 %

a:0人（業務量は増加していない・ほとんど変わらない） 30 23.4%

b:0.25人 41 32.0%

c:0.5人 27 21.1%

d:0.75人 4 3.1%

e:1人 16 12.5%

f:2人以上 10 7.8%

②転換契約の導入による業務量の増加



回答数 %

a:OA出版枠の使用と契約金額等をみた費用対効果 98 76.6%

b:OA論文数の増加 57 44.5%

c:転換契約によるOA論文の被引用率等の研究インパクト 23 18.0%

d:現在のところ評価を行う予定はない 26 20.3%

e:その他 2 1.6%
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転換契約の評価
①転換契約の評価の指標（複数回答可）

転換契約を締結中と回答した機関（n=128）への設問

回答数 %

a:し易い 1 0.8%

b:ややし易い 14 10.9%

c:変わらない 53 41.4%

d:ややしにくい 34 26.6%

e:しにくい 26 20.3%

②転換契約の予算獲得のし易さ

回答数 %

a:少ない 11 8.6%

b:やや少ない 37 28.9%

c:予想通り 36 28.1%

d:やや多い 16 12.5%

e:多い 2 1.6%

f:まだわからない 26 20.3%

③OA出版枠の利用は予想通りか ④費用対効果について 総合的な評価

回答数 %

a:低い 0 0.0%

b:やや低い 4 3.1%

c:どちらともいえない 38 29.7%

d:やや高い 36 28.1%

e:高い 12 9.4%

f:まだわからない 38 29.7%
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